


第１ 通常清算（株式会社）

�フローチャート〜通常清算（株式会社）�（ 1 参照）
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1 会社法上の通常清算手続の流れ

会社法上の清算手続は、会社の解散から始まりますが（会社475一）、会社の廃業・清

算を行おうとする場合に、いきなり、会社を解散させると相当な混乱が生じます。

そのため、通常は、事前準備を行い、取引先や従業員に対しても廃業予定であるこ

とを説明し、徐々に取引量を減らしていく等して事業規模を十分に縮小してから、最

後の処理として、解散に始まる会社法上の清算手続に入っています。

会社法上の清算手続の詳細は、 4 において解説しますが、以下、簡単にその概要を

説明します。

(1) 清算手続の開始

◆会社の解散・清算人の選任

株式会社であれば、まず、株主総会を開催し、解散決議（会社471三）と清算人の選任

を行います。清算手続は、清算人が遂行することになりますが、清算人の職務は、①

現務の結了、②債権の取立て及び債務の弁済、③残余財産の分配です。

◆会社解散・清算人就任の登記、廃業届、確定申告

会社の解散と清算人の選任が行われたら、2週間以内に、その旨の登記を行う必要が

あります（会社926）。また、同登記の完了後、遅滞なく、同登記事項証明書を添付した

廃業届を、税務署、都道府県税事務所及び市町村に提出する必要もあります。

清算人は、就任後、遅滞なく、清算株式会社の財産目録及び貸借対照表を作成し、

株主総会の承認を受ける必要があります（会社492①③）。また、株主総会の承認を受け

た後2か月以内に、解散事業年度（解散の日の属する事業年度の開始の日から解散の日

まで）の確定申告・納税も必要となります（法税74）。

◆債権申出の公告・個別催告

清算株式会社は、清算の開始後、遅滞なく、債権者に対して一定の期間内にその債

権を申し出るべきこと、同期間内に申出がなかった場合は清算から除斥されることを

官報に公告し、同時に、知れている債権者に対して、個別に催告しなければなりませ

ん。この一定の期間は2か月を下ることはできません（会社499）。他方で、この期間内

は、清算株式会社においても、原則として、債務の弁済をすることができず、かつ、

この期間内に履行期が到来した債務については債務不履行責任を免れませんので、留

意が必要です。
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(2) 財産の換価、債務の弁済、残余財産の分配

清算人は、清算の開始後、順次、現務を結了し、財産を換価して現金化していきま

す。そして、前記債権者に対する催告期間が経過した後は、債務の弁済を行っていき

ます。

清算人は、解散の日から1年ごとに、清算事務年度の貸借対照表及び事務報告を作成

し、株主総会において承認を受け、報告しなければなりません（会社497）。また、株主

総会の承認後2か月以内に、清算事務年度の確定申告・納税も必要となります（法税74）。

清算人は、債務の弁済を全て完了した後、残った財産については、株主に対し、保

有株式数に応じて分配します。

(3) 清算事務の結了、登記

以上の清算事務が全て完了すると、清算人は、決算報告を作成し、株主総会の承認

を受けます。承認を受けた後、2週間以内に、清算結了の登記を行います（会社929）。

清算結了登記の完了後、遅滞なく、閉鎖事項証明書を添付して、清算が結了した旨

を、税務署、都道府県税事務所及び市町村に届け出ます。

清算人は、清算結了登記から10年間、清算株式会社の帳簿資料を保存しなければな

りません（会社672②）。

2 通常清算に向けた事前準備

(1) 事前準備の重要性

株式会社は、会社資産のみが債権者に対する責任財産となることから、通常清算手

続とはいえ、特別清算手続や破産手続ほどではないにしても、弁済の制限等、平時に

はなかった様々な制限があります。

そのため、現務の結了、債権の取立て、債務の弁済を中心とする清算事務について

も、解散及びその後の法定の清算手続に入る前に処理しておいた方がその後の清算手

続を円滑に進めることができるものも多くあります。また、通常清算手続を進めてい

る途中で、債務超過等に陥った場合には、清算人には、破産手続等他の倒産手続を選

択する必要が生じます。税務面での見通し・計画も、十分に検討しておく必要があり

第３章 清算の実施 53



通常清算の場合は、破産等と異なって、通常、徐々に取引を終了していくことにな

ります。そこで、通常清算に向けた事前準備として、当該会社のビジネスモデルを把

握し、取引関係を終了していく順序、終了の方法、終了の時期、終了にかかるコスト

等を検討しておくことが重要です。

各種契約の処理上の留意点については、 3 で詳しく解説します。

(5) 許認可関係の把握

廃業する会社の事業が許認可を要する事業である場合、廃業する上で、監督官庁へ

の届出が必要となります。

通常、廃業後、一定期間内に廃業届を提出することが必要とされていますが、例え

ば、介護保険サービス事業では、廃止の日の1か月前までに届出が必要とされている等

（介保75②等）、固有の規制がある場合もありますので、許認可事業については、事前

に、廃業する場合の手続を確認しておく必要があります。

(6) 事業停止に向けたスケジュールの作成

いきなり事業を停止し、解散、清算手続へと移行すると、取引先・従業員等の利害

関係人に対する影響も大きく、大きな混乱を招くことになります。そのため、通常は、

あらかじめ取引先に廃業する方針であることを説明したり、徐々に取引量を減らした

りする等して、取引を解消していくことになります。

前記のような各注意点を踏まえた上で、取引先との契約関係の終了、従業員の解雇、

事業所の閉鎖、解散決議、廃業届の提出等のスケジュールをよく検討する必要があり

ます。

3 各種契約の処理上の留意点

会社が廃業し、清算をするに当たっては、会社が取引先などの利害関係者と締結し

ている各種の契約を解消していく必要がありますが、一口に契約といっても多種多様

なものがあり、また契約内容や履行状況についても区々であると思われます。そのた

め、まずは会社がどのような契約を締結しているのかを整理し、契約終了の案内だけ
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第９ 特定非営利活動法人の解散・清算

1 特定非営利活動法人の概要

(1) 特定非営利活動法人

特定非営利活動法人（以下、本章第9において「NPO法人」といいます。）とは、営

利（社員に対する収益の分配）を目的とせず、特定非営利活動を行うことを主たる目

的として、特定非営利活動促進法（以下、本章第9において「NPO法」といいます。）

の定めるところにより設立された法人をいいます（NPO法2②）。

特定非営利活動とは、保健・医療・福祉の増進、社会教育の推進、まちづくりの推

進を図る活動など、NPO法別表所定の20種類の活動に該当し、不特定多数のものの利

益の増進に寄与することを目的とするものをいいます（NPO法2①）。

NPO法人は、特定非営利活動を行うことを主たる目的とする必要がありますが、一

方で、活動を維持するための利益を上げる必要があることから、特定非営利活動に係

る事業に支障がない限り、特定非営利活動以外のその他の事業を行うことができます

（NPO法5①）。

このように、NPO法人は公益性の高い特定非営利活動を行うことを主たる目的とし

ていることから、清算する場合には当該活動の停止がサービス利用者に与える影響に

配慮してこれを行う必要があります。また、NPO法人は、特定非営利活動でない収益

事業を行っている場合も多いため、当該事業の態様に応じて適切に清算を行う必要が

あります。

(2) 特定非営利活動法人の事業

NPO法人の主たる目的たる特定非営利活動は、次の20種類の活動のいずれかに該当

する必要があり（NPO法2①・別表）、NPO法人は、これら20種類の活動のうち少なくと

も1つの活動を行う必要があります。

① 保健、医療又は福祉の増進を図る活動

② 社会教育の推進を図る活動

③ まちづくりの推進を図る活動

④ 観光の振興を図る活動
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2 清算手続の選択

NPO法人の清算手続としては、NPO法に基づく清算手続（NPO法31〜32の8）があり、

債務超過の場合には、破産手続を検討する必要があります（NPO法31の12参照）。NPO法

人は、NPO法に基づく法人であるため、会社法の適用はなく、会社法上の通常清算手

続や特別清算手続を選択することはできません。

債務超過の場合、対象が株式会社に限定されている会社更生手続を選択することは

できませんが、他方で、破産手続や民事再生手続を利用することは可能です。民事再

生手続においては、Ｍ＆Ａにより事業をスポンサーに譲渡した上で、譲渡対価を原資

とする一括弁済型の再生計画を立案し、当該計画について認可を得て債務超過を解消

し、その後にNPO法に基づく清算手続を行うことも考えられます。

そこで、以下では、NPO法に基づく清算手続を概説するとともに、Ｍ＆Ａにより事

業を切り分けることで、NPO法人を清算させる手段（Ｍ＆Ａ型の清算手続）について

も概説します。

3 通常清算手続

(1) NPO法に基づく清算手続

◆解散事由

NPO法人は、次の事由により解散します（NPO法31①）。

大別して、NPO法人が自身の意思で解散する任意解散（後記①、③）と、NPO法に

定められた一定の事由に該当することによって解散することとなる法定解散（後記②、

④〜⑦）の2種類があります。

① 社員総会の決議

② 定款で定めた解散事由の発生

③ 目的とする特定非営利活動に係る事業の成功の不能（所轄庁の認定必要）

④ 社員の欠亡

⑤ 合併（合併により当該NPO法人が消滅する場合に限ります。）

⑥ 破産手続開始の決定
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◆社員の協力が得られない場合の清算手続

NPO法人を解散するに当たり、社員の協力が得られず、社員総会による解散決議を

行うことができない場合は、理事として次のような手続によりNPO法人の解散を進め

ることが考えられます。

① 事業の成功不能を理由に解散

② 社員の欠亡を理由に解散

◆理事の協力が得られない場合の清算手続

NPO法人を解散するに当たり、理事の協力が得られない場合は、社員として次のよ

うな手続によりNPO法人の解散を進めることが考えられます。

① 監事による社員総会の招集

② 仮理事による社員総会の招集

(2) Ｍ＆Ａ型の清算手続

NPO法人におけるＭ＆Ａの手法は、NPO法に基づく合併が存在します。

その他のNPO法人におけるＭ＆Ａの手法は、事業の全部又は一部の譲渡（事業譲渡）

や社員・理事の交代によるものが存在しますが、合併と異なり、NPO法に独自の手続

が設けられているものではなく、当然に当事者であるNPO法人の清算を伴うものでも

ありません。

◆合 併

NPO法人は、他のNPO法人と合併することができます（NPO法33）。

合併後存続するNPO法人（吸収合併の場合）又は合併によって設立したNPO法人（新

設合併の場合）は、合併によって消滅したNPO法人の一切の権利義務（行政庁の認可

その他の処分に基づいて有する権利義務を含みます。）を承継します（NPO法38）。

合併に当たっては、社員総会において社員総数の4分の3以上の多数による承認決議

を受ける必要があります。ただし、定款で異なる定めが設けられている場合は、定款

に従います（NPO法34②）。

また、所轄庁による認証を受けなければその効力を生じません（NPO法34③）。

合併により消滅するNPO法人は、解散することになります（NPO法31①五）。
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第６ サービス業（飲食関係）

1 業 態

(1) 業態の分け方

飲食業といっても、様々な業態が含まれています。

業態の分け方の1つの例ですが、外食産業といわれる業態は、主に以下のような分類

に分けられて説明されています（一般社団法人日本フードサービス協会「平成29年外食産業市

場規模推計について」参照）。

① 給食主体部門

当該サービス業において提供する物を食料品と飲料とに分けた場合は、主に食料

品を中心に提供する業態です。

この中でも、食堂・レストラン等の店舗（いわゆる「飲食店」）において食料品を

提供する営業給食部門と、学校・事業所・病院・保育所等において食料品を提供す

る（「給食」を行う）集団給食部門とに分けられます。

② 料飲主体部門

提供する物を食料品と飲料とに分けた場合は、主に飲料を中心に提供する業態で

す。例としては、喫茶店、カフェ、居酒屋、バー等が挙げられます。

③ 料理品小売業

持ち帰り弁当や総菜の販売、ピザや寿司などの宅配によって飲食物を提供する業

態のことです。

(2) 市場規模等の統計

平成29年の市場規模は、給食主体部門で20兆6,824億円（このうち、営業給食部門が

17兆3,002億円、集団給食部門が3兆3,822億円）であり、料飲主体部門が4兆9,737億円、

料理品小売業が7兆7,040億円となっています。

市場規模の大きさもありますが、それに携わる人の多さも、飲食業界の特徴となっ

ています。
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③ その他

前記営業給食部門と同様に、業態によっては消防法上の届出が必要となります。

また、税務署に対して、開業届が提出されていることがあります。

4 注意点

(1) 労働関係の法的問題の処理

飲食業界の特徴は、労働者（特にアルバイト、パート）が多いこともあり、事業の

清算をする際に、労働関係の処理が必要となります。

よく問題となる例としては、未払給与の処理、雇用関係の継続・解雇の時期（解雇

予告手当との関係）、労働関係に関する各種届出の検討等が必要となります。

(2) 事業閉鎖に関する処理

食材を扱っているので、財産の毀損を防ぐため、また廃棄コストの増加を防ぐ必要

があります。そのため、契約の終了時期や廃業時期を含めた検討が必要となります。

前記のとおり、腐敗等の観点から、食材等について早期の処理が必要になることもあ

ります。

また、集団給食部門の場合、給食が途絶えることによって従前供給されていた人達

に多大な影響を与えることもあります。例えば、地域の学校等に給食を供給していた

業者が、いきなり供給を中止した場合には、その影響は計り知れないものとなること

は想像に難くありません。

そのため、廃業の時期を考慮する必要がありますが、前記で挙げた例でいえば、給

食の供給に影響がない時期（夏休み、新学期前等）に廃業する、委託契約が終了する

時期に廃業する、給食の供給を引き継いでくれる業者を確保した上で廃業する等、事

業閉鎖の時期及び方法を考慮する必要があります。

かかる配慮をすることによって、廃業の影響を最小限にすることができますし、損

害賠償を受けるリスクを減少させることにもつながります。

このような配慮ができない場合には、事業の清算時期によっては、違約金（ないし

損害賠償義務）が発生する可能性があります。このような違約金の定めが有効か否か、
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アドバイス

〇許認可等の確認の重要性

本文でも記載したような許認可等に関する手続を、行政機関等、関係機関に確認するこ

とは大変重要です。他にも、関係機関等に確認することは多くあります。

例えば、従業員が調理師免許を取得するために試験を受ける際、受験資格として、一定

期間の調理業務の従事歴を要します（調理師法施行規則4条に規定する一定の営業施設又

は給食施設で、証明時において2年以上調理業務に従事した者（調理師法3①二））。その際、

施設の代表者が作成した調理業務従事証明書を提出する必要がありますが、試験を受ける

元従業員に配慮するため、清算が終了するまでにこのような証明書を作成しておけばよい

でしょう。

このように、飲食業には様々な人が関わっていますし、様々な許認可が関わります。そ

のため、関係機関等によく確認するようにして清算を進めてください。
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